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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 本会をはじめ、全国知事会、全国町村会の地方三団体会長の連名により、

「『新型コロナウイルス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校及び

特別支援学校等における一斉臨時休業』等について」共同コメントを発表 

２月27日、国の新型コロナウイルス感染症対策本部において、安倍・内閣総理大臣から

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校における全国一斉の臨時休業を要請する方針

が示されたことを受け、２月28日、本会の立谷会長をはじめ、全国知事会会長、全国町村

会会長の連名で共同コメントを発表した。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_opinion/o_teigen/2020/02/020228corona-comment.php 

[社会文教部] 

 

◇ 立谷会長から文部科学省に対し、学校行事等における新型コロナウイル
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ス感染症対策に関する方針を示すよう要請 

２月25日、立谷会長は文部科学省の丸山・初等中等教育局長に対し、「新型コロナウイ

ルス感染症対策の基本方針」（令和２年２月25日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）

において、「学校等における感染対策の方針の提示及び学校等の臨時休業等の適切な実施

に関して都道府県等から設置者等に要請する」等とされていることを踏まえ、学校行事等

における新型コロナウイルス感染症対策について、学校現場での判断に資する国の具体的

な方針を早期に示すよう要請した。これを受け、同省は同日、「学校の卒業式・入学式等

の開催に関する考え方について（令和２年２月25日時点）」「児童生徒等に新型コロナウ

イルス感染症が発生した場合の対応について（第二報）」を発出している。 

[社会文教部] 

 

◇ 「地域医療確保に関する国と地方の協議の場」（第４回）が開催され、本

会から立谷会長が出席 

２月26日、都道府県会館において「地域医療確保に関する国と地方の協議の場」が開催

され、本会から立谷会長が出席し、医師偏在対策について協議を行った。 

 冒頭、長谷川・総務副大臣、稲津・厚生労働副大臣、亀岡・文部科学副大臣からあいさ

つの後、地方三団体を代表して平井・鳥取県知事からあいさつがあった。 

議事に入り、厚生労働省の佐々木・医事課長から「医師偏在対策」について、文部科学

省の森・大臣官房審議官から「医師偏在対策」について、それぞれ説明の後、意見交換を

行った。 

立谷会長からは、①地域枠制度については、医師偏在対策に資する極めて大きな手段で

あり、同制度を堅持すべきである、②専門医制度については、働き方改革の時代だからこ

そ、大学病院における無給医局員の発生を誘導する制度であってはならず、シーリング等

の全体的な配分を見直すべきである、③初期研修制度については、初期研修を終えた段階

で総合診療が可能となるとの趣旨で開始された経緯を踏まえ、医学教育における臨床実習

研修や専門医研修を含め、医師養成課程の短縮化等の見直しをすべきである、④地域医療

に従事する医師については、地域医療に対する貢献を医師の資格や経歴等において評価す

ることにより、インセンティブが働く仕組を検討すべきである旨の発言を行った。 

会議終了後、高市・総務大臣から直接、地方三団体に対して、新型コロナウイルス感染

症対策について、今後の患者の増加を見据え、①更なる入院病床の確保や移送調整等の業

務が発生することを想定し、衛生・消防・公立病院・財政等の関係部局間の連携を緊密に

図り、万全の対応をされたい、②公立病院を運営している都道府県及び市町村長において

は、状況を的確に把握したうえで、適切な入院医療の体制整備に向け、感染症病床はもと

より、それ以外の病床確保についても適切な役割を果たすよう協力されたい、③住民に対
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する情報提供、相談体制の確保も重要であることから、政府が設置した「帰国者・接触者

相談センター」の連絡先を周知されたい等の要請が行われた。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_action/a_mainaction/2020/02/200227chiikiiryou-kunichi

houkyougi.php 

[社会文教部] 

 

◇ 「マンションの管理の適正化の推進に関する法律の一部改正案に対する

意見」を国土交通省に提出 

 ２月26日、経済委員会は、国土交通省から地方自治法第263条の３第５項の規定に基づ

き情報提供された「マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替

え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律案」について、その閣議決定に先立ち、

「マンションの管理の適正化の推進に関する法律の一部改正案に対する意見」を同省に提

出した。 

 同意見では、①私有財産であるマンションの管理は所有者等の自己責任が原則であるこ

とから、所有者等による管理適正化を促す仕組を構築すること、②法案成立後における基

本方針の策定に当たっては、都市自治体の意見を十分に踏まえること、③管理計画の認定

申請を行う管理組合の管理者等や認定を行う都市自治体に対するインセンティブの付与

のあり方を検討すること等を求めている。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_opinion/o_teigen/2020/02/200226mansion-iken.php 

[経済部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

≪２月27日（木）≫ 

「第125回社会保障審議会医療保険部会」が開催され、医療保険制度改革について審議。

本会から前葉・津市長、横尾・多久市長が出席した。 

横尾・多久市長からは、後期高齢者の窓口負担割合の引上げについて、引上げの基準と

なる線をどこに引くか、その境界の方にどのように配慮すべきか等について、慎重な議論

が必要である等の発言を行った。また、前葉・津市長からは、後期高齢者の窓口負担割合

の引上げと現役並み所得の判定基準の見直しにおいて、高齢者の方の収入支出を具体的に

見える化し、モデル的に２割負担となる高齢者の姿をイメージできるようにすることで、

負担に対する納得感を得られるような議論をすることを期待する等の発言を行った。 

[社会文教部] 
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=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 
（選挙日）  （ 市 名 ）  （ 市 長 名 ）  （ 期 数 ） 

3 月 1 日  長 崎 県 対 馬 市  比 田 勝  尚  喜  2 期 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会からのお知らせ ◆◇◆ 

◇ 「重点提言・提言事項経過概要」について 

例年、２月中旬時点で作成しております「重点提言・提言経過概要」につきましては、

本年より本会メンバーズページ掲載のみ（冊子送付は行わない）とすることになりました

ので、ご理解賜りますようお願いいたします。 

また、更新につきましても、３月末版は作成せず、６月（通常総会時）を目途に本会メ

ンバーズページに掲載にすることといたしております。 

なお、標記経過概要の内容についてご不明な点等がございましたら、事務局までお問い

合わせください。 

[企画調整室] 

 

◇ 「第７回地域医療確保対策会議」の開催延期について（令和２年３月４

日開催予定分） 

標記会議については、政府の新型コロナウイルス感染症の状況及び政府対策本部による

要請の状況等を鑑み、開催を延期いたします。 

なお、新たな開催日程については、改めてお知らせいたします。 

[社会文教部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 令和２年３月２日現在 ◆◇◆ 

＝ 815 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  20  

中 核 市  58  

施 行 時 特 例 市  27  

一 般 市  687  

特 別 区  23  

[調査広報部] 
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【 発 行 】 

全国市長会 調査広報部 

〒102-8635 東京都千代田区平河町 2-4-2 

TEL:03-3262-2316 FAX:03-3263-5483 

ホームページ：http://www.mayors.or.jp 

内容・記事に関するお問い合わせメール：jacm@mayors.or.jp 

=============================================================================== 

■「新型コロナウイルス感染症関係ページ」の開設について 

 

 「新型コロナウイルス感染症関係ページ」を開設しましたので、適宜ご活用ください。 

  

  https://www.mayors.or.jp/member/ms_coronavirus/ 

 

※メンバーズページへのログインをしたうえで、上記 URL をクリックしてください。 

=============================================================================== 

「週報」の情報は全国市長会ＨＰでもご覧いただけます。 

=============================================================================== 


